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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成27年1月29日(2015.1.29)

【公開番号】特開2013-125259(P2013-125259A)
【公開日】平成25年6月24日(2013.6.24)
【年通号数】公開・登録公報2013-033
【出願番号】特願2011-275790(P2011-275790)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ   5/18     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   3/02     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/02     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ   5/18    　　　　
   Ｇ０２Ｂ   3/02    　　　　
   Ｇ０２Ｂ  13/02    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成26年12月8日(2014.12.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１及び第２の回折格子が互いに密着されて成る回折光学素子であって、
　前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は屈折率分布を有し、
　可視波長帯域内の波長λに対して、前記第１の回折格子のベース部の屈折率をｎ１１（
λ）、前記第１の回折格子の頂点部の屈折率をｎ１２（λ）、前記第２の回折格子のベー
ス部の屈折率をｎ２１（λ）、前記第２の回折格子の頂点部の屈折率をｎ２２（λ）、と
し、前記第１及び第２の回折格子の格子高さの絶対値をｄ、設計次数をｍ、とするとき、
　　ΔΦ１（λ）＝１－｛ｎ２２（λ）－ｎ１１（λ）｝ｄ／ｍλ
　　ΔΦ２（λ）＝１－｛ｎ２１（λ）－ｎ１２（λ）｝ｄ／ｍλ
　　ΔΦ１（λ）×ΔΦ２（λ）＜０
なる式を満たすことを特徴とする回折光学素子。
【請求項２】
　前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は、屈折率がベース部から頂点部にかけ
て単調に変化する屈折率分布を有することを特徴とする請求項１に記載の回折光学素子。
【請求項３】
　前記ΔΦ１（λ）×ΔΦ２（λ）は、前記波長λが短波長になるほど小さくなることを
特徴とする請求項１または２に記載の回折光学素子。
【請求項４】
　前記ΔΦ１（λ）＋ΔΦ２（λ）は、可視波長帯域内における特定の波長に対して０と
なることを特徴とする請求項１乃至３のうちいずれか１項に記載の回折光学素子。
【請求項５】
　　｜ΔΦ１（λ）＋ΔΦ２（λ）｜＜０．０３
なる式を満たすことを特徴とする請求項１乃至４のうちいずれか１項に記載の回折光学素
子。
【請求項６】
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　前記ΔΦ１（λ）＋ΔΦ２（λ）は、可視波長帯域内の１／２以上の帯域において、前
記波長λが短波長になるほど大きくまたは小さくなることを特徴とする請求項１乃至５の
うちいずれか１項に記載の回折光学素子。
【請求項７】
　　ｎ１ａｖ（λ）＝｛ｎ１１（λ）＋ｎ１２（λ）｝／２
　　ｎ２ａｖ（λ）＝｛ｎ２１（λ）＋ｎ２２（λ）｝／２ 
　　０．９８＜｛ｎ１ａｖ（λ）－ｎ２ａｖ（λ）｝ｄ／ｍλ＜１．０２
なる式を満たすことを特徴とする請求項１乃至６のうちいずれか１項に記載の回折光学素
子。
【請求項８】
　前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は、ｄ線に対する屈折率差の最大値が０
．００２以上０．０１５以下となる屈折率分布を有することを特徴とする請求項１乃至７
のうちいずれか１項に記載の回折光学素子。
【請求項９】
　前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は、微粒子を分散させた樹脂を含むこと
を特徴とする請求項１乃至８のうちいずれか１項に記載の回折光学素子。
【請求項１０】
　前記微粒子の分散比率は、ベース部から頂点部にかけて変化することを特徴とする請求
項９に記載の回折光学素子。
【請求項１１】
　前記微粒子は、ＩＴＯ微粒子であることを特徴とする請求項９または１０に記載の回折
光学素子。
【請求項１２】
　前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は、体積比率が０．５％以上５％以下と
なる屈折率分布を有することを特徴とする請求項９乃至１１のうちいずれか１項に記載の
回折光学素子。
【請求項１３】
　前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は、屈折率がベース部よりも頂点部の方
が大きい屈折率分布を有することを特徴とする請求項１乃至１２のうちいずれか１項に記
載の回折光学素子。
【請求項１４】
　前記第１及び第２の回折格子のうち、一方はベース部よりも頂点部の方が大きい屈折率
分布を有し、他方は屈折率分布を有さないことを特徴とする請求項１３に記載の回折光学
素子。
【請求項１５】
　前記第１及び第２の回折格子のうち、一方はベース部よりも頂点部の方が大きい屈折率
分布を有し、他方はベース部よりも頂点部の方が小さい屈折率分布を有することを特徴と
する請求項１３に記載の回折光学素子。
【請求項１６】
　前記第１及び第２の回折格子は、ともにベース部よりも頂点部の方が大きい屈折率分布
を有することを特徴とする請求項１３に記載の回折光学素子。
【請求項１７】
　前記第１及び第２の回折格子のうち、一方の最大屈折率差の絶対値は、他方の最大屈折
率の絶対値よりも大きいことを特徴とする請求項１３乃至１６のいずれか１項に記載の回
折光学素子。
【請求項１８】
　前記設計次数は＋１または－１であることを特徴とする請求項１乃至１７のうちいずれ
か１項に記載の回折光学素子。
【請求項１９】
　前記第１及び第２の回折格子の格子ピッチは、８０μｍ以上１０ｍｍ以下あることを特
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徴とする請求項１乃至１８のうちいずれか１項に記載の回折光学素子。
【請求項２０】
　請求項１乃至１９のいずれか１項に記載の回折光学素子を有することを特徴とする光学
系。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の光学系を有することを特徴とする光学機器。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　本発明の回折光学素子は、第１及び第２の回折格子が互いに密着されて成る回折光学素
子であって、前記第１及び第２の回折格子の少なくとも一方は屈折率分布を有し、可視波
長帯域内の波長λに対して、前記第１の回折格子のベース部の屈折率をｎ１１（λ）、前
記第１の回折格子の頂点部の屈折率をｎ１２（λ）、前記第２の回折格子のベース部の屈
折率をｎ２１（λ）、前記第２の回折格子の頂点部の屈折率をｎ２２（λ）、とし、前記
第１及び第２の回折格子の格子高さの絶対値をｄ、設計次数をｍ、とするとき、
　　ΔΦ１（λ）＝１－｛ｎ２２（λ）－ｎ１１（λ）｝ｄ／ｍλ
　　ΔΦ２（λ）＝１－｛ｎ２１（λ）－ｎ１２（λ）｝ｄ／ｍλ
　　ΔΦ１（λ）×ΔΦ２（λ）＜０
なる式を満たすことを特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】削除
【補正の内容】
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